
別紙様式１（高） 

令和８年度 学校経営計画表 
 

１ 学校の現況 

学校番号 18 学校名 茨城県立緑岡高等学校 課程 全日制 学校長名 黒﨑 かおる 

教頭名 青木 公司   事務（室）長名 荒野 薫 

教職員数 教諭 ５０ 
養護 

教諭 
１ 

常勤 

講師 
３ 

非常勤 

講師 
７ 

実習教諭、実習講師、実

習助手 
３ 

事務職

員 
４ 

技術職

員等 
２ 計 ７３ 

生徒数 

小学科 
１年 ２年 ３年 ４年 合計 合  計 

クラス数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

普通、理数科 182 98       182 98 ７ 

普通科   155 88 160 79   315 167 12 

理数科   27 9 27 11   54 20 ２ 

 

２ 目指す学校像 

文武不岐の精神に基づく教育活動を推進し、高い知性とたくましい心をもって、社会に貢献する人材を育成する。 

 

３ 三つの方針（スクール・ポリシー） 

育成を目指す資質・能力に関する方針 

（グラデュエーション・ポリシー） 

○「探究的態度」によって主体性をもってしたたかに学び続けられる人材 

○「柔軟な精神」によって他者と調和できるしなやかな心をもった人材 

○「進取の気象」をもって社会の発展としあわせの実現に貢献できる人材 

教育課程の編成及び実施に関する方針 

（カリキュラム・ポリシー） 

◯探究を基盤とした教育課程による、普通科の多様性に応える進路希望の実現 

○探究を核とした教育課程による、理数科の専門性を生かした進路希望の実現 

○社会参画を前提とした自治活動推進による、主体性、社会性及び倫理観の醸成 

入学者の受入れに関する方針 

（アドミッション・ポリシー） 

○自ら進んで学び、考えようとする主体性をもった生徒 

○多様なものの見方や考え方を受け入れようとする生徒 

○思いやりの心をもって自他のしあわせについて考える生徒 
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４ 現状分析と課題（数量的な分析を含む。） 

項目 現状分析 課題 

学習指導 ・Classiへの入力など、学習時間の確保と学習習慣の定着に

向けた取り組みを継続しているが、十分な学習時間が確保

されていない生徒が多い。また、「対話的で深い学び」の

実践が求められる一方、学びを深めるために必要とされる

基本的な知識の定着が不十分な生徒も増えてきている。ゆ

えに、第３学年６月までに学習時間を確保できている生徒

とできていない生徒で結果的に学力差が大きくなり、その

結果が進路実現に反映されているといえる。一方で、部活

動を引退した後の受験勉強への取り組みにおいては、非常

に熱心な生徒が多く、部活動引退後から学力を伸ばし、地

方国公立大学へ合格している。ただし、旧帝大、国公立医

学部医学科などの国公立大学への合格や早慶上理などの

私大の大学群の合格できる学力まで到達できていない。 

・入学後から第２学年前期までの学習時間に減少傾向があ

るが、生徒面談等によるコミュニケーションを図ったこと

により、一部の生徒で学習時間の改善が見られた。 

・入学時から丁寧な学習を継続して行うことができる生徒

が少ない。特に、第１学年は入学以降、徐々に家庭学習時

間が減少してしまう傾向にある。一方で、進路指導室に学

習相談に来たり、各教科科目の添削指導を通して意識を高

く持ち、努力を継続したりする生徒も増えてきている。 

 

・生徒が自ら設定した目標に向かって主体的か

つ計画的に学習するための支援が必要である。

そのため、１学年、２学年共に４月実施の個人

面談だけでなく、生徒面談強化月間を設けて、

生徒の学習時間や学習習慣の確認等を行い生

徒の学習意欲を高める取り組みを行う。また、

部活動と両立して学習に取り組めるような学

習習慣と目的意識を早期から醸成するために

も、きめ細やかな生徒面談を実施することが必

要である。 

・授業への取り組みは総じてまじめで、質問をす

る生徒も増えてきている。しかし、基礎的な知

識が定着していない生徒も少なからずいる。ま

た、学んだ知識を活用して考えたり、表現した

りすることを苦手とする生徒も少なくない。学

んだ知識を使って考えたり、表現したりする言

語活動の機会を増やし、「思考力・判断力・表

現力」を評価する大学入試にも対応できる力を

つけることができるよう支援する必要がある。

学年ごとに模擬試験の分析会を実施し、教科指

導に役立て、生徒がスムーズに受験勉強に移行

できるように、第１学年時から教科指導を充実

し、基礎学力が定着できるように支援する。 

進路指導 ・国公立大現役合格者は 147名であった。主な大学として、 ・年々大学入試の実施状況も変化する中、高い目
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北海道大に１名、東北大に１名、千葉大に４名、東京外大

に２名、東京農工大に１名、横浜国立大に１名、東京都立

大に４名、横浜市立大に４名の生徒が現役で合格した。ま

た、岩手大（獣医）に１名、金沢大（薬）に１名、長崎大

（薬）に１名の生徒が現役で合格した。 

県内では、筑波大に 10 名、茨城県立医療大に６名、茨

城大に 58名の生徒が現役で合格した。 

・私大の大学群である早慶上理や GMARCH など東京都内

の主要私立大学は、それぞれのべ 10名、57 名の生徒が現

役で合格した。上述の大学群の合格者数は、過年度と比較

して前年比 32%減という結果であった。特に、数学・物理・

化学の学力に課題が見られたことが前年比減の要因とし

て考えられる。 

・国公立大現役合格者数は、前年比 16.7％増であった。主に

地方国公立大学への合格率の高さが顕著であったことが

要因であったと考えている。学力的には模擬試験や共通テ

スト等の結果から文系は例年と同様かそれ以上の力がつ

いてきている一方で、理系の数学・物理・化学の学力に課

題が見られた。 

・生徒や保護者が国公立大学にこだわらず、多様な観点で進 

学先を選択する傾向が昨年度も見られた。 

標を持ち続け、最後まで努力を続ける姿勢がよ

り重要となってきている。本校は国公立大学の

後期日程試験まで大学受験に取り組む生徒が

多い。今後もあきらめずに最後まで努力を継続

する気持ちを集団の中でより高め合えるよう

支援するためにも、教員のきめ細やかな進路指

導が必要である。また、教職員が一丸となり、

年内入試や面接、添削等の個別指導にあたれる

体制作りは構築できているので、より充実させ

ていくことが求められる。 

・今後も旧帝大 10名以上、筑波大学 10名以上、

国公立医学部医学科１名以上などの国公立大

学の合格者を輩出することを目標とする。ま

た、早慶上理や GMARCH など私大の大学群

ののべ合格者数も計 100名以上を目標として、

国公立、私立にかかわらず、多様化する進路希

望に柔軟に対応しながら適切に進路指導を行

うことが求められる。 

生徒指導 ・制服の着こなしについては、校則を改正したこともあり、

きちんと着こなせている。 

・自転車の左側通行及び自転車通行帯の通行もできつつあ

る。一方で、自転車運転では、一部の生徒による並走運転

や交通量の少ない住宅地内等の一時停止無視が見受けら

・生徒と話し合いを持ち、さらに服装等について

の共通理解を持つなど指導をしていくための

工夫と改善が必要である。 

・駐輪場での自転車の施錠も含めた交通安全指

導の継続が必要である。 
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れる。 

・ヘルメット着用は徐々に浸透しつつある。 

・携帯やスマートフォンの使用マナー等に関して課題があ

る。 

・ヘルメット着用の努力義務化に伴い、着用率を

上げる。 

・スマートフォン等のルール・マナーの遵守と節

度ある利用（休み時間等の利用を含む）に向け

た指導が必要である。 

特別活動 ・部活動について、生徒のニーズに応じた運営を各部でおこ

なっている。 

・緑高祭・クラスマッチ等の学校行事において生徒が主体と

なった活動を実施している。 

・緑歩会は、コースの安全性を第一に考え下見確認を徹底す

るとともに、綿密な打合せの結果、コース決定をしている。 

・生徒会は、本部役員のリーダーシップのもと活発に活動し

ている。 

・Classi を利用したキャリアパスポートの実践に取り組ん

でいる。 

・部活動と学習の調和のとれた学校生活を送れ

るよう支援する。 

・緑高祭や緑歩会の実施に向けて企画・運営を進

めていく中で、生徒一人一人が役割を意識し達

成感を実感できるように支援する。 

・生徒会本部役員の立候補者の確保とリーダー

育成が必要である。 

・Classiでポートフォリオを作成し、自己評価に

活かしていく。 

事務 ・計画的かつ効果的な予算執行により、安心安全な教育環境

の整備保全に取り組んでいる。 

・計画的な執行を図るとともに、事業の優先順位

を踏まえ、適切に修繕を実施する必要がある。 

働き方改革 ・残業時間月 80時間超の教員はわずかだがおり、45時間以

上の超過勤務をしている教員数もまだ一定数いる。 

・大学進学の結果や生徒の部活動の参加率の高さは、教員の

献身的な努力によるものが大きい。 

・法令遵守の観点から、教員・生徒・保護者のコ

ンセンサスを得ながら、さらに業務の精選と効

率化を進めていく必要がある。 

・教員の「働きがい」を維持しつつ、従来の働き

方に対する意識改革が必要である。 

 

５ 中期的目標 

教育環境の充実と、生徒一人一人の自己実現を図る。 

（１）主体的に学び考え行動することで、課題解決のための「確かな学力」の育成を図る。 
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 （２）将来を見据えた多様な進路希望に対応しつつ、その実現のための支援の充実を図る。 

 （３）アントレプレナーシップに基づく自治活動を推進し、社会性と倫理観の醸成を図る。 

 （４）スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）事業を核とした探究活動の充実を図る。 

 （５）働き方改革によるワークライフバランスを目指し、ウェルビ－イングの実現を図る。 

 

６ 本年度の重点目標 

重点項目 重点目標 

Ⅰ 生徒の主体性を引き出すカリキュラム開

発と授業改善 

①探究的学びを軸として、コミュニケーション能力・批判的思考力・論理的思考力を

育成する。 

②「観点別評価チェック項目シート」を活用し、付けたい力を明確にした学習評価を

実践する。 

③生徒による授業評価において、授業満足度関連項目における評価の平均値 3.0以上

を目指す。 

Ⅱ 生徒の自己実現のための進路指導と進路

選択の充実 

④自学・自習の習慣の確立した、自ら問いを発しつつ自走できる、主体的学習者を育

成する。 

⑤個別の面談等で進路設計と課題の明確化並びに悩みの共有を図り、進路意識を向上

させる。 

⑥学年、教科、学習進路指導部の協働により、学びに向かう力を育成し人間性を向上

させる。 

Ⅲ アントレプレナーシップに基づく自己指

導力の向上 

⑦新たな価値を創造する意欲をもって、社会や地域の課題を見つけ、解決する力を育

成する。 

⑧各教科・領域、活動の指導事項等を横断的に捉え、自主性、自立性及び創造性を育

成する。 

⑨生徒会活動等を活性化し、生徒が自ら考え判断する場を設定し、自治的活動を充実

させる。 
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Ⅳ ＳＳＨ事業、国際交流事業及び社会貢献活

動の推進 

⑩課題研究・探究活動の質的向上と工夫改善を促進し、教科横断的視点での組織作り

を実現する。 

⑪各種連携事業等の実施に必要な人的、物的な環境を整備しつつ、その改善と充実を

実現する。 

⑫ＳＳＨ事業、国際交流事業を充実させ、その成果を広報活動を通して地域や社会へ

還元する。 

Ⅴ  働き方改革の実践及び、教職員の教育力の

一層の向上 

⑬在校時間月平均(24:50)月 45h超過(12.4)の漸減、月 80h超過(0.4→0)を校務合理化

により達成する。 

⑭「学校風土調査」の結果を共有し、生徒に伴走する意義を明確にする。 

⑮校外研修・視察等に積極的に参加し、その成果を学校全体で共有する。 

 


